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協 (企業)の最高経営管理者 (トノブ ･マネジメ
ント)であり､その立場で理事 (会)に対してい
る｡この事実関係は法律論よりも新鮮で実際的で
ある｡この点は農協法制理論がまだ及ばない｡
その ｢トソ70･マネジメントはこの組織の頂点
に位置し､自己の責任において当該企業の最高戦
略を決定し､それを実行させるペく管理組織を維
持して､企業活動全般のコントロールを遂行して
いく存在である｣(北原勇『現代資本主義における
所有と決定』岩波書店 192頁)｡ここにいわゆるマ
ネジメント･コントロールが出現する｡そして農
協においてはこのトンプ ･マネジメントは､まさ
に農協 (企業)によって任命されるもので､その
負託に応える関係である｡多くのばあい､このト
ップ ･マネジメントは理事であり､その限りで理
事会の構成員であるが､責任関係は主に代表権を
有する理事､組合長に対してであって､直接に理
事会に対する責任関係よりも､組合長に対する責
任関係であると云ってよい｡この関係は全国連合
会においては明示的である｡
責任と権限の関係をみると､その能力の乗鞍の
ゆえに組合月選出の理事 (会)が喪失した力は､
どこに移るのか｡それは "農協"であり､誤解を
恐れずに云えば農協 ｢企業それ自体｣である｡農
協の経営管理機能が複雑化し高度化する程に､こ
の力は羊里事から農協に移る｡農協における ｢企業
それ自体｣が強化される｡それはまた名目と実質
において資本 (自己資本と他人資本を合わせた結
合資本)所有権が､｢企業それ自体｣に移り､｢企
業それ自体｣による所有という形式の成立したこ
とである (前出､北原著 191頁参照)0
職月および職場｡第4章の ｢2,経営戦略｣の
｢(2)職場の活性化を進める｣(180頁)の主題は職
員および職場である｡近年､農協における中途退
職者の増加が注目を浴びていて､1990年度には
31.5%増､退職者総数の52.5%を占めるという数
字が出た(農林年金調べ)｡農協職員の流動性が高
まったことは､この職場が資本主義企業一般に共
通した職場であり､特殊性を喪失した結果である
と思われる｡それは農協における企業関係の成熟
を反映するもので､かつての役職員関係は労使関
係に移り､それがいま労資関係に移った経過の反
映である｡この推移を誰よりも速 く鮮明に知見し
たのは農協職員であった｡著者は ｢20代､30代の
中堅職員屑の転退職｣の増加に注目している(180
頁)｡そして職員にとって｢職場とは｣の問いを発
し､3側面を以て答えている｡
第1に職員にとって職場とは ｢賃金所得実現の
場｣､第2に職場はそこで働く職員にとって､かけ
がえのない｢生活の場｣､第3に職場は職員にとっ
て人生における ｢生きがいをかけた場｣でもある｡
論点､｢農協の仕事に精出すことが､同時に自分
の人生に生きがいを実現することにつながるとい
う喜びが感じられるかどうかということです｡そ
れはいうまでもなく､農協の基本理念とそれを体
現した組合長はじめ経営層の基本姿勢に象徴され
るものです｣(184頁)0
職場についての第3の説明は､著者のこの論点
にかかわるのであるが､それは云い換えると､職
員労働は単なる賃金労働にすぎないのか､それと
も賃金形態を媒介にするが､なお協同組合労働の
特質にぞくするか､という問題である｡私はこれ
に判断を下す準備はないが､その分岐は ｢経営層
の基本姿勢｣にかかわると考えてよいが､｢基本姿
勢｣そのものはその農協が企業的に成熟し､資本-
賃労働関係に立脚するようになったうえで､その
資本活動の過程がなおかつ ｢協同組合原則｣の実
現過程にぞくするか､の深層に思考を致すべき点
であろう｡
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